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．問題の所在

シルバー人材センター（以下、本文中は ）は、 定年退職者などの高年齢者に、その

ライフスタイルに合わせた 臨時的かつ短期的又はその他の軽易な業務 を提供するととも

に、ボランティア活動をはじめとするさまざまな社会参加を通じて、高年齢者の健康で生き

がいのある生活の実現と、地域社会の福祉の向上と、活性化に貢献 する組織である

（ ）。それゆえ少子高齢化の一層の進行ととも

に、ますます存在意義を獲得していかなければならないはずの組織である。しかしながら期

待とは裏腹に近年 の会員数は減少している。政府もこのような事態は認識しており、

生涯現役社会 一億総活躍社会 というコンセプトのもとに、 の活性化策を矢継ぎ

早に実施している。だが、そうした活性化策が実際に効果を発揮するためには、それぞれの

が、自らの地域の状況や保有する資源を認識し、それらをうまく活用して独自の工夫を

おこなう必要がある。本稿は、公益社団法人養父市 の農業事業を事例に、そうした工夫

のあり方を考察しようとするものである。

本稿は、次節の前半で の概要を示した後に、以下の つの課題を設定して考察を進め

る。

第 の課題は、 の会員の推移を確認し、最近の会員数減少に関して指摘されている要

因を整理することである。

第 の課題は、会員の減少を受けて、また将来の への期待とともに、政府が 関連

でどのような政策を展開しているのかを考察することである。その考察からは、政府が、事

業補助金（コンテスト方式で事業を審査し、補助対象期間を限って交付される補助金）や

臨・短・軽 の要件緩和といった競争促進的な手段を用いて、地域社会のニーズの存在す

る分野に を誘導していこうとしていることが明らかにされる。もっともこの政策提言は
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観念的に構築されたものではなく、そこには根拠となるさまざまな先進事例が存在してい

る。その つが養父市 である。

第 の課題は、養父市 が事業補助金を使ってどのように事業展開してきたのかを、と

くに農業に注目して検討することである。養父市 は、地域の抱える課題に対して、地域

の資源を有効活用しながら、作られた農作物の市場競争力を獲得しようと工夫をこらしてお

り、この試みは、他の の事業構想にとってもヒントとなるだろう。また補助期間終了後

の農業事業の状況も簡単に考察することで、政策に対する要請も導き出すことができる。

筆者は、 年度から公益社団法人東大阪市 をクライアントとしてフィールドワーク

ゼミナールを実施している。本稿のデータの一部は、先進事例として 年 月 日にゼミ

生とともに実施した公益社団法人養父市 の現地調査をもとにしている。今回は東大阪市

に関する考察ではないので数的には少ないが、折に触れて東大阪市への言及があること

はあらかじめお断りしておく。

．シルバー人材センターの概要と会員数の推移

）シルバー人材センターの概要

）請負・委任、 臨・短・軽 の原則

は、高年齢者雇用安定法の 年 月 日改正で労働者派遣事業、 年 月 日改

正で有料職業紹介事業を届出でできるようになり、近年 雇用による就業 の提供にも力を

入れてきているが、現在も主流は 生きがいを得るための就業 の提供である。就業におい

て何を生きがいと感じるかは主観的な問題であるが ）、 生きがい就業 とは、制度的には

雇用による就業ではないということを意味し、発注者（仕事の依頼者）と 会員のあいだ

に雇用契約はなく、両者のあいだに指揮命令関係は存在しない。それゆえ が会員に提供

する就業形態の多くは、指揮命令のない請負や委任になる（全国の 年度の契約金額は請

負・委任で 億円、派遣で 億円）。

また雇用による就業ではないから 会員に雇用保険は適用されない。 週間に所定労働

時間が 時間以上ある人は雇用保険に加入義務があるので、 生きがい就業 はそれよりも

短い労働時間が つの基準になる。 が受託できる仕事には 臨時的かつ短期的又はその

他の軽易な就業 （高年齢者雇用安定法第 条）という規定があり、 臨時的かつ短期的な

業務は 概ね月 日程度以内 、 軽易な 業務は 概ね週 時間を超えないこと を目安に

しており（職業安定局長通達（ 年 月 日））、契約期間が長期間にわたる場合は、 人

あたり ヵ月に 時間を超えない という指導が労働基準監督署からなされている（東大

阪市 ）。この 臨・短・軽 の原則は の請負・委任だけに限られず、派遣や

職業紹介のすべての事業に当てはまる。

請負または委任は、指揮命令がないということでは共通しているが、全国シルバー人材セ
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）会員が就業を通じて社会に貢献することに生きがいを感じるのか、社会と結びつきをもつことに生きが
いを感じるのか、仕事そのものに生きがいを感じるのか、仲間と協力しあうことに生きがいを感じるの
か、あるいは収入を得ることに生きがいを感じるのかは主観的問題である（塚本 ）。
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ンター事業協会（以下、全シ協）の 適正就業ガイドライン （

）によれば、請負は 会員が業務を完成させること を目的とするの

に対して、委任は 会員が業務を実施すること（業務の完成は目的ではない） を目的とす

る。それゆえ請負契約では 完成したもの・こと に対して契約当事者である が責任

（瑕疵担保責任）を負うのに対し、委任契約にはそうした責任はない（ただし業務を誠実に

処理する義務は負う）。ガイドラインによれば、請負の例は清掃、除草、植木の剪定、宛名

書き、障子・ふすま張りなど、委任の例は観光ガイド、高齢者の見守り、話相手、留守番な

どである。

生きがい就業 で指揮命令ができないというのは、発注者にとっては業務を行使するう

えでデメリットであるが、最低賃金の適用はなく社会保険料の負担も必要ないので、料金が

安いというメリットもある。しかしそうだからといっていくらでも安くできるわけではな

い。なぜならあまりにも安価だと民業圧迫が生じるからである。また高齢者である会員は独

立した人格であり、自らの意思をもつ。したがって、あまりに安い配分金だと就業せず、法

律的に最低賃金が適用されないといっても、現実には最低賃金の近傍で配分金は決定され

る。

）シルバー派遣、職業紹介

派遣とは派遣元事業所と雇用契約を結び、派遣先事業所の指揮命令により労働し、賃金を

受け取る就業形態である。ここにおいても─ 年度に一定の条件のもとで要件緩和がなさ

れたが─ 臨・短・軽 の原則は順守される（それゆえシルバー派遣とも呼ばれる）。この

とき請負・委任の場合と異なり、シルバー派遣事業の派遣元事業所は都道府県シルバー人材

センター連合（大阪府でいえば公益社団法人大阪府シルバー人材センター協議会）であり、

各地の （東大阪市 など）は、派遣事業を登録することで該当する連合の実施事業所

の つになる。シルバー人材センター連合（以下、 連合）が規定されたのは、高年齢者

雇用安定法の 年 月 日改正であり、それとともにセンター事業における国庫補助金も

厚生労働省 連合・全シ協 国庫補助対象の各 という経路で流れるようになった

（萱沼 ）。

図 の請負・委任



会員と 連合のあいだで雇用契約が結ばれる。それゆえ派遣労働には最低賃金が適用さ

れるし（だから配分金ではなく、賃金と記してある）、社会保険の つである労災保険も適

用される ）。その分、派遣料金は、請負や委任の料金と比べて割高になるが、派遣先（発注

者）の社員は、派遣社員を指揮命令のもとに働かせることができる ）。全シ協のガイドライ

ンによれば、派遣の例はデイサービス利用者の送迎などの自動車運転、スーパーマーケット

での品出し、調理、介護補助、保育補助などである。

職業紹介は、 が会員など（会員以外の地域の高齢者も対象）を発注者に職業紹介し、

発注者が職業紹介された会員を雇用して業務をおこなう形態であり、それによって は発

注者から紹介手数料を得る。ここにおいても─ 年度に要件緩和がなされたとはいえ─

臨・短・軽 の原則は順守される。会員などと発注者のあいだで雇用契約が結ばれるか

ら、発注者は会員などを指揮命令のもとに働かせることができる。ガイドラインでは、職業

紹介の例は派遣と同じであるが、勤怠管理を発注者がおこなう場合は職業紹介、 がおこ

なう場合は派遣で対応すると記されている。

）会員数の推移

センターの前身は 年に東京都において創設された 高齢者事業団 であり、とりわけ

年度に全国的に広がった。 年度には、センター事業は国庫補助事業になり、

名称も全国で シルバー人材センター （ ）に統一された（萱沼 ）。 年度以

降 年度までの会員数の推移を見れば次のようになっている。
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）特定の条件のもとで雇用保険、厚生年金保険、健康保険も適用される（
）。

）また 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 （労働者派遣事業
法）では日雇い派遣（ 日未満の短期の派遣）が禁止されているが、 歳以上のシルバー会員は適用除外
になっている。さらに派遣労働者は 年以上の派遣が禁止されているが、シルバー会員はこれも適用除外
になっている（ ）。

図 の派遣
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会員数は、 年度から 年度まで一貫して増加している。 年度から減少している

が、これは高年齢者雇用安定法の改正による高年齢者雇用確保措置の導入の義務づけの影響

と考えられる。高年齢者雇用安定法の 年改正は、事業主に対し 定年年齢の 歳への引

き上げ 希望者全員対象の 歳までの継続雇用制度導入 定年の定めの廃止 のいずれか

の措置を講ずることを義務づけた（施行は 年 月 日））。それによって 歳代前半

層が一般の労働市場に吸収され （萱沼 ）、 年度以降会員数は減少した。

その後会員数は、いったん回復したが、 年度の 万 人をピークに 年度の 万

人まで 年連続で減少している。その原因としてリーマンショック後の不況による受注

の減少、事業仕分けによる補助金削減の影響などが挙げられている（星ら ）。しか

し 年から団塊の世代は順次 歳に達しており、高齢者人口が急激に増えているなかで

会員は減少しているのである。 年には、第 回社会保障審議会少子化対策特別部会

に 新雇用戦略について が提出され、そのなかの 高齢者─いくつになっても働ける社会

の実現 において、 の会員を 年度までに 万人とする数値目標が示されていた

（萱沼 ）。現状は、目標達成からは程遠い状況にある。

） 年改正の時点では 労使協定で定めれば、希望者全員を対象としなくてもよい という例外措置が
設けられていたが（森戸 ）、 年改正でその例外措置はなくなった。

図 会員数の推移（全国 単位（人））

出所）全シ協（ ）より筆者作成。



．シルバー人材センター関連政策の展開

）シルバー人材センター関連政策の変遷

事業に関連する政策の主な動きを、前節で指摘したことも含めてまとめれば、次のよ

うになる。
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表 事業の主な出来事

年 月 日
センター事業が国庫補助事業になり、全国で名称を シルバー人材センター
に統一

年 月 日
全国組織として 全国高齢者事業団・シルバー人材センター等連絡協議会
（全高シ連）設立（ 団体）

年 月 日
全高シ連を発展的に改組し 社団法人全国シルバー人材センター協議会 設立
（ 団体）（ 年に社団法人全国シルバー人材センター事業協会（全シ協）
に改称）

年 月 日
高年齢者等の雇用の安定等に関する法律 （高年齢者雇用安定法あるいは高

齢法）の制定（改称） シルバー人材センターが法的に認められ、 臨時的か
つ短期的な就業 （概ね月 日程度以内）が規定される

年 月 日 高年齢者雇用安定法の改正 歳定年義務化、施行は 年 月 日
年 月 日 高年齢者雇用安定法の改正 連合が規定される、施行は 年 月 日

年 月 日
国がシニアワークプログラム事業（ 歳以上の高齢求職者を対象に、技能講
習、就職支援を一体的におこなう）開始 財源は労働保険特別会計雇用勘定、

年度から廃止

年 月 日
高年齢者雇用安定法の改正 その他軽易な業務（概ね週 時間を超えないこ
と） の追加、施行は 年 月 日

年 月 日
高年齢者雇用安定法の改正 届出により労働者派遣事業の実施が可能になる、
施行は 年 月 日。高年齢者雇用確保措置の導入を義務化（例外措置あ
り）、施行は 年 月 日

年 月
厚生労働省が企画提案事業開始 教育、子育て、介護、環境分野において
が地方公共団体と連携して提案した企画で、審査で認められた事業に対して国
が運営支援する、 年度まで（経過措置あり）。

年 月
行政刷新会議の事業仕分け（第一弾）で が事業仕分けの対象となる
年度予算削減

年 月
行政刷新会議の事業仕分け（第二弾）で第一弾の評価結果の確実な実施を求め
られる 年度予算削減

年 月 日 高年齢者雇用安定法の改正 職業紹介事業が届出で実施できるようになる

年 月 日
高年齢者雇用安定法の改正 高年齢者雇用確保措置の義務を強化、例外措置な
くなる、施行は 年 月 日

年 月
厚生労働省が地域ニーズ対応事業開始 企画提案事業の後継事業、 年度ま
で（経過措置なし）。期間が 年度以降に及ぶ計画は 年度に地域就業機
会創出・拡大事業として再提案（優先採択）

年 月
高齢者活用・現役世代雇用サポート事業開始 高齢者を活用することで現役世代
の雇用をサポートする事業、財源は労働保険特別会計雇用勘定雇用保険二事業

年 月 日
高年齢者雇用安定法の改正 派遣・職業紹介にかぎり一定の条件のもとで週
時間まで就業可能になる、施行は 年 月 日

年 月
厚生労働省が地域就業機会創出・拡大事業開始 地域ニーズ対応事業の後継事
業、財源は労働保険特別会計雇用勘定雇用保険二事業

注）法律の日付はいずれも公布日。
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年以降に注目すれば、 年には の業務に関して、これまでの 臨時的かつ短期

的な就業 のほかに その他軽易な業務 の規定が追加されている（末竹 ）。 その

他の軽易な業務 とは 特別な知識又は技能を必要とすることその他の理由により同一の者

が継続的に当該業務に従事することが必要である業務 のことである（時間的な目安は 概

ね週 時間以内 ）（ ）。そして 年には労働者

派遣事業、 年には有料職業紹介事業が届出でできるようになった。また 年 月から

は派遣・職業紹介にかぎり、民業圧迫等をおこさないように検討された一定の条件のもとで

週 時間までの就業が可能になった。

こうした事業拡大の大きな流れがある一方で、 事業は 年、 年の行政刷新会議

による事業仕分けの対象となり、補助金は 年度の 億円から 年度に 億円、

年度に 億円に減額された（厚生労働省 ）。当時 は 今後の高齢者就業を促進する

一施策として大きく期待されつつも、その一方で公的支援の縮小化という課題を国から突き

つけられて いた（萱沼 ）。 年度、 年度と会員数が減少した要因の つ

も、この補助金削減に求められている（星ら ）。たとえば東大阪市 の場合、補

助金の減額は年会費の値上げにつながり、会員数を大きく減らす原因になった。

しかしながら 年度以降、補助金総額はほぼ横ばいになり、 年度には逆に 億円

に増加している。ここから事業仕分けの影響は一時的なものであったと結論づけたくなる

が、必ずしもそうはいえない。というのも 年度の増額の際に、 補助金予算の構造変

化が生じているからである。補助金総額はたしかに増加した。しかし一般会計からの補助金

は、 年度の 億円から 年度の 億円に減少している。それに代わって労働保険特別

会計雇用勘定雇用保険二事業（以下、雇用保険二事業）資金の活用が始まった（ 年度

億円）。その傾向は 年度も持続し（一般会計補助金 億円 億円、雇用保険二事業補

助金 億円 億円）、 年度予算では雇用保険二事業補助金は 億円に達している。一

般会計補助金は前年度と同じ 億円であるから、雇用保険二事業補助金はそれを上回ること

になる。

一般会計補助金の減額と雇用保険二事業補助金の増額は、 の事業補助金（コンテスト

方式で事業を審査し、補助対象期間を限って交付される補助金）の増加とも関連する。事業

補助金の端緒は 年度の厚生労働省 企画提案事業 である ）。同事業は 教育、子育

て、介護、環境分野において が地方公共団体と連携して企画を提案し、厚生労働省の審

査で認められた事業に支援をおこなう ものである。地方公共団体との連携事業であるか

ら、地公公共団体は国の補助金と同額以上の資金を負担する。ただし企画提案事業の段階で

は、財源は一般会計補助金であり、それは企画提案事業の後継の 地域ニーズ対応事業

（ 年度 ）においても同様であった。ところが、地域ニーズ対応事業は終了年度を待た

ずに 年度で廃止となり ）、 年度から 地域就業機会創出・拡大事業 に継承され

た。同事業は と地域公共団体や関係機関が連携して、 地域企業の雇用問題の解決、

）補助金減額措置の一環として導入された経緯があるが（ ）、
その状況について筆者はまだ十分な情報を入手していない。
）地域ニーズ対応事業として採択された計画で終了年度が 年度以降に及ぶ事業は、 年度に 地域
就業機会創出・拡大事業 として再提案するよう要請している（厚生労働省 ）



地域企業の活性化、 地域社会・経済の維持・発展等につながる新たな就業機会を創造す

る事業 （厚生労働省 ）であり、事例として については早朝・夕方学童保育事業、介

護家庭支援サービス事業、 については観光ガイド事業、高齢者安否確認・買い物受注・代

行事業、 については放課後学習支援事業、空き家・耕作放棄地管理事業が挙げられてい

る。そしてその財源が雇用保険二事業なのである。こうした特定財源の確保は、財政状況が

厳しい昨今、政府が に期待しているということの現れといえるかもしれない。雇用保険

二事業は、事業主の負担した雇用保険料を財源とすることから、地域就業機会創出・拡大事

業では、企業に対するメリットが直接的なものから順にコンテスト方式で採択がなされる。

このことは に、補助金を通して就業機会・職域開拓のインセンティブが与えられるよう

になったことを意味し、センターには企画や他機関との連携の能力がますます求められてい

る（後に見る養父市 は、これらの補助金を非常にうまく使って独自の農業事業体系を確

立している）。

上記 事業は一連のつながりのなかで捉えることができるが、雇用保険二事業補助金を活

用し 年度から始まったもう つの事業が 高齢者活用・現役世代雇用サポート事業

（以下、サポート事業）である。サポート事業は が、高年齢者の人手不足分野や現役

世代を支える分野での就業を促進する 事業であり、 年度予算案においては補助金の交

付基準として、従来の 派遣の就業延人員数の目標、 会員数の実績、 派遣の就業延人

員数の実績 に、新たに 保育、介護分野の派遣の就業延人員数の実績 を加え、保育・

介護分野を重視する姿勢を鮮明にしている（厚生労働省 ）。そして 年度予算におい

てサポート事業は、地域就業機会創出・拡大事業とともに拡充されることになった（サポー

ト事業は 億円増の 億円、地域就業機会創出・拡大事業は 億円増の 億円）。

）高齢者対策におけるシルバー人材センターの位置づけ

の事業拡大は、政府の高齢者対策のなかで、 が確固たる位置づけを与えられてい

ることの反映である。それではどのような文脈のなかに位置づけられているのだろうか。厚

生労働省 生涯現役社会の実現に向けた就労のあり方に関する検討会報告書 （ 年

月、以下 年報告書 ）、厚生労働省 生涯現役社会の実現に向けた雇用・就業環境の整

備に関する検討会報告書 （ 年 月、以下 年報告書 ）（塚本 ）、 ニッポン一

億総活躍プラン （ 年 月閣議決定、以下 一億総活躍プラン ）で確認しておこう。

年報告書 では、 今後の生涯現役社会における就労・社会参加のあり方について

の提言 のなかで 高年齢者雇用安定法改正によって 歳までの希望者全員の雇用確保は担

保されたが、高齢者の就労ニーズは多様であるから今後は企業における活躍の場とともに、

新たな高齢者の活用と活躍の場を考えていく必要がある とされている。そして 高齢期の

就労・社会参加に向けた意識改革 地域の支え手として働くための仕組みのあり方 専門

的な知識や技術、経験を他の企業が活かす仕組みのあり方 企業における高齢者の活用の

あり方 について提言がなされている。 は随所にでてくるが、たとえば 地域の支え手

として働くための仕組みのあり方 においては、ネットワーク構築のためのプラットフォー

ムとして が、社会福祉協議会、地域包括支援センター、 等とともに挙げられてい

る。
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シルバー人材センターにおける事業補助金の有効活用（豊山）

年報告書 では、年齢にかかわらず働くことができる生涯現役社会を実現するため

の施策として 企業における高年齢者の雇用の促進 職業生活設計と能力開発の支援

中高年齢者の再就職の支援 地域における多様な雇用・就業機会の確保 シル

バー人材センターの機能強化 が挙げられている。現状把握のなかで は 高年齢者の就

業ニーズが変化し多様化している現状に対してうまく対応しきれていない可能性がある と

され、 に関して 当面求められる施策の方向性 として センターが積極的に就業機

会・職域を開拓していくことを促進すること センターのいわゆる 臨・短・軽 要件に

ついて、民業圧迫の懸念等を念頭におきながら緩和等の可能性を検討すること （同報告書

で緩和要求をしている自治体の事例として挙げられているのが、後述の養父市である）、 自

治体とセンターが連携して行う事業の充実など、センターの事業創造への取組を促進するこ

と が述べられている。 就業機会・職域の開拓の促進 では具体的に 従来の請負事業の

ほか、派遣事業や職業紹介事業によって就業機会・職域開拓を促進すること センターに

対する補助金における就業機会・職域開拓に係るインセンティブを強化すること 特に育

児支援分野や地域における人材不足分野等における職域拡大を促進すること が指摘されて

いる。これらの提言は、 年 月から派遣・職業紹介の 臨・短・軽 の要件緩和、サ

ポート事業や地域就業機会創出・拡大事業の拡充を通して実現されている。

一億総活躍プラン では、誰もが活躍できる一億総活躍社会を創っていくため 戦後最

大の名目 兆円 希望出生率 介護離職ゼロ という目標が掲げられた（ 新た

な三本の矢 ）。 は後者 つの文脈で取り上げられ、 保育等の就業機会の提供に、積極

的に取り組む に重点的に財政支援を行う 介護周辺業務や軽易な介護業務に関して、

や市町村のボランティアポイント制度等を通じた高齢人材の活用や、中間的就労として

従事する人材の活用を進める 改正高年齢者雇用安定法を施行し、 の業務範囲の拡

張、地域の実情に応じた高年齢者の多様な就業機会を確保するための協議会の設置を促進す

る とされている。 年度予算のサポート事業の見直しで、保育・介護分野が重視される

ようになったのには、このような背景があるのである ）。

ここまでをまとめると、政府は事業補助金、規制緩和などの競争促進的な手段を用いて、

保育、介護など地域社会のニーズの存在する分野に、 を誘導していこうとしている。こ

うした方向のもとに、そして何よりも 年報告書 の政策提言に先駆けて事業展開して

きたのが養父市 である。同センターは、厚生労働省の 企画提案事業 地域ニーズ対

応事業 地域就業機会創出・拡大事業 による一連の事業補助金を活用して独自の事業体

系を構築している。養父市 の事例考察は、他の にとっても事業補助金の活用に関し

て参考となる観点を提示することになるだろう。

） 年度予算案の高齢者雇用対策関連予算は 関連のほかに、 歳超雇用推進助成金 高年齢者就
労総合支援事業 高齢者スキルアップ・就職促進事業 生涯現役促進地域連携事業 就労支援団体育
成支援モデル事業 がある。



．事業補助金の活用─養父市シルバー人材センターの事例

）養父市シルバー人材センター関連の基本情報

養父市 は 年に設立され、 年 月に、養父郡 町（八鹿町、養父町、大屋町、

関宮町）の合併で養父市が誕生し、それとともに社団法人養父市 として新しく発足した

（それまでは養父郡広域 、 年 月に公益社団法人化）。兵庫県、全国と比較して

年 月 日現在の養父市 に関連する情報をまとめれば、以下のようになる。

養父市は人口 万 人、（ 歳以上）高齢化率 ％で、過疎化（兵庫県市町要覧）と

高齢化の進行している地域である。養父市において の役割は大きく、粗入会率も ％

と高い。このことが、地方公共団体等との連携を前提とする 企画提案事業 地域ニーズ

対応事業 地域就業機会創出・拡大事業 を実施できる背景ともなっている。ちなみに東

大阪市 は、これらの事業補助金を活用した事業をおこなっていない。これは、そうした

事業をおこなわなくても企業や一般家庭からの発注があるという都市的な理由のほかに、東

大阪市のなかで の役割が養父市ほど大きくないということの現れでもある。

） 臨・短・軽 原則の要件緩和と養父市

厚生労働省の 年報告書 では、 年に養父市からセンターの概ね週 時間以内

という就業時間時間制限を 時間まで可能にしてほしい旨の要望書がでており、これを受け

て派遣等に関して国家戦略特別区域法の改正案が通常国会に提出されている と記されてい

る。この要望は 年 月に養父市 において現実のものとなり、 年 月からは全国

的に導入されている。養父市は 年 月に 中山間地農業の改革拠点 として国家戦略特

別区域（特区）に指定されているから、ここから次のような連想が浮かぶ。それは 養父市

が農業に関して国家戦略特区に指定され、農業に関するさまざまな規制が緩和された。その

結果、多くの企業が農業に参入して人手不足が顕在化し、 の要件緩和要求が出され受け

入れられた 、つまり 農業改革特区 事業者の参入 人手不足 の規制緩和 という

かたちの連想である。しかし 年 月 日に実際に調査すると、農業改革特区関連での

会員の 時間以上の派遣実績はゼロであった。それゆえ農業改革特区関連の要件緩和に

もとづくシルバー派遣の増加は、今後の展望としては考えることができても、実績とはほと

んど関係がない。それでも養父市 の活動は、事業補助金を活用して独自の事業体系を構

築したという点で注目に値する。
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図 養父市 の情報（全国、兵庫県との比較）

人口
高齢化率

（ 歳以上人口）
粗入会率 会員平均年齢

養父市 万 人 ％ ％ 歳

兵庫県 万 人 ％ ％ 歳

全国 億 万 人 ％ ％ 歳

（参考）東大阪市 万 人 ％ ％ 歳

人口
高齢化率

（ 歳以上人口）
粗入会率 会員平均年齢

出所）全シ協（ ）より筆者作成。



シルバー人材センターにおける事業補助金の有効活用（豊山）

）事業補助金を活用した農業事業体系の構築─多様な就業社会の創出の一環─

）ゼロからのスタートではない

厚生労働省によって 企画提案事業 は 年度から開始されたが、養父市 が同事業

を始めたのは 年度からである。しかし養父市 は、それに先立って、農業関連で独自

の活動に着手していた。 つは 年からの学童保育向けの シルバー農園 の運営であ

り、もう つが 年度途中からの耕作放棄地の借り上げである ）。また 年 月には、

有名な有機肥料 保田ぼかし （乳酸発酵した有機質資材）の考案者・神戸大学名誉教授の

保田茂が校長を務める おおや有機農業の学校 が開校されている。したがって 年度か

ら 企画提案事業 を始めたからといって、ゼロからのスタートでなかったことは頭に入れ

ておく必要がある。

）実施事業

養父市 は企画提案事業（ 年度 年度）、地域ニーズ対応事業（ 年度

年度（経過措置なし、再提案））、地域就業機会創出・拡大事業（ 年度 ）を活用し

て、以下のような事業をおこなっている（これらの事業は全シ協 でも詳しく紹介されて

いる）。

企画提案事業（国 万円、養父市 万円 事業）のもとでは 棚田再生事業、 特産

品づくり事業が実施された。 棚田再生事業においては第三セクターのおおや振興公社所有

の棚田を養父市 が引き継ぎ、オーナー制度・収穫体験を組み込みながら、集客のための

有機栽培がおこなわれている。 特産品づくり事業においては耕作放棄地を借り上げて、大

屋地区の蛇紋岩
じゃもんがん

地帯で有機栽培によって栽培されるコシヒカリを 温石米
おんじゃく

として 年

月に商標登録している。また、有機栽培野菜を含めて都市部へ販売している。

地域ニーズ対応事業（国 万円、養父市 万円）のもとでは 学びのある田舎暮らし事

業、 勇気をもって有機農業事業が実施された。 学びのある田舎暮らし事業は 年度か

ら開始されたが、同年度をもって地域ニーズ対応事業は廃止されたから、この事業は 年

度に地域就業機会創出・拡大事業として再提案されている。内容は、養蚕古民家を再生して

みやがき結の里 と名付け、体験交流拠点として活用するというものである。利用者は関

係先 （伊丹市、宝塚市、芦屋市、西宮市、明石市）や、養父市からの紹介による大阪府

高齢者大学校、関西養父市会、自治医科大学などであり、市や地域の打ち合わせでも随時利

用されている。 勇気をもって有機農業事業は、 会員が おおや有機農業の学校 に、

年から現在まで職員とともに入学し、保田ぼかしの作り方を修得し、会員の農業従事者

に教えるという事業である。これも 年度に地域就業機会創出・拡大事業として再提案さ

れている（ 春号 ）。

地域就業機会創出・拡大事業のもとでは、上記の つの再提案事業のほかに ターン・

孫ターン・結う会いターン事業、 福祉の受け手から地域の担い手へ事業を実施している。

ターン・孫ターン・結う会いターン事業においては人口の流入を目指して、養父市から

都市へ移った子ども世代や孫世代、若者に養父市の自然のよさを している。具体的には

）ヒアリング時の入手資料、養父市 。



養父市出身の孫世代、ひ孫世代を対象に みやがき結の里 で流しソーメン、魚の塩焼きを

実施したり、パートナーを探している養父市内の男性に、市外の女性との出会いを作る企画

を実施している ）。この事業は農地のオーナーや農産物の需要層の確保というかたちで農業

事業と関連づけることができる。 福祉の受け手から地域の担い手へ事業においては、

会員がインストラクター研修を受講して、指導員として市内各地で、養父市の虚弱先送り事

業の 毎日元気にクラス 教室を担当している。この事業は、農業事業とは別の文脈で重要

な観点を含んでいるが、その考察は別の機会に譲りたい。

）農業から見た実施事業の相互関連と評価

養父市 は上記の つの事業を、事業補助金を得ておこなってきたが、そのうち 福祉

の受け手から地域の担い手へ事業を除く つの事業は農業に関して相互に関連しており、

つの事業体系として捉えることができる（もちろん交流や観光という農業事業以外での目的

もあり、それがメインだったりするが、ここでは農業という観点から整理する）。 つの事

業を、農業の 栽培方法、 栽培場所、 栽培作物、 栽培者、 需要者という観点のもと

に整理しなおすと下のようになる。
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）養父市 でのヒアリング調査によれば、行政がこのようなイベントをやると、どのくらいカップルが
できて、どのくらい人口流入につながるかという成果の色合いが前面にでてくる。それだと参加する男女
も参加しにくい。その点 だと、 おせっかいな おじいさん、おばあさんの仕切りであるから、より気
楽に参加できるだろうとのことだった。

図 養父市 の農業から見た事業の相互関連
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栽培方法 当初から有機栽培は取り入れられていたが、それは おおや有機農業の学

校 を活用した 勇気をもって有機農業事業によって広がることになった。 保田ぼか

し という有機栽培方法で作られた米や野菜は、おいしさや食の安全という点で、化学肥

料を用いた農作物に対して競争力をもつことになり、販路の確保や拡張に寄与する。

栽培場所 養父市でも多くの地方都市と同様に、産業構造の変化ならびに高齢化によっ

て農業人口が減少し、耕作放棄地が増加している。養父市 は 棚田再生事業や 特産

物づくり事業のもとに、そうした耕作放棄地を借り上げ、会員を農業に従事させている。

耕作地は 年度で畑 、田 万 の計 万 （東京ドームの約半分）であ

る（養父市 ）。大屋振興公社から引き継いだ棚田は、全国的にもめずらしい蛇

紋岩地帯にあり、土壌にマグネシウムや鉄などのミネラルを多く含んでいる。

栽培作物 養父市 は、棚田において会員にコシヒカリを作らせており（ 棚田再生

事業）、 年 月 日には 特産物づくり事業の一環として温石米という名称で商標登

録をしている。これは蛇紋岩地帯の棚田で作られる米に付加価値をつけることになる。会

員はまた棚田以外の平地の田圃においても農業に従事しており、そこで作られたコシヒカ

リは、やぶ米として販売されている。有機栽培による野菜は八鹿病院、学校給食センター

に販売されている。

栽培者 耕作放棄地を中心に養父市 が借り受けた田畑は、企画提案事業の一環で

あったオーナー制度によって一部個人所有になっている（棚田でいえば の面積のう

ちの がオーナー所有）。都市在住のオーナーらは田植え、草取り、稲刈りの時期に養

父市を訪れ、イベント的に農作業に従事する。普段の管理は 会員がおこない、収穫さ

れた農作物はオーナーの所有になる。それ以外の田畑は の借り受け地であり、会員が

農作業に従事し、生産された農作物は販売される。通常 は会員に、発注者である企

業・一般家庭・行政が依頼してきた仕事を紹介する。それゆえ仕事内容（たとえば清掃、

剪定）を決めるのは発注者であり、この点で は受け身の立場にある。しかし養父市

の農業事業の場合、 は販路獲得のために積極的に営業活動を展開し、会員はその

結果得られた需要を充足するために、シルバーの借り受け地や自己所有の土地で農作業を

おこなう（自己所有の土地で農作業をおこなっている人もセンターが開拓した販路で農作

物を販売するためには、 会員になる必要がある）。また農作物は会員が農作業に従事

している時期と、収穫された作物が現金化される時期とのあいだに時間的なズレをともな

う。本来であれば会員は農作業従事時には配分金は得られず、収穫された農作物が販売さ

れて初めて配分金を受け取ることができる。ところが養父市 は販売のリスクを自ら担

い、会員には農作業従事時点で配分金を支払っている。もし収穫された農作物の販売が不

調に終われば、損失は養父市 が負担することになる。農作物の販売機能、配分金の前

払いという金融機能を担っているという点で養父市 は、農作物の販売・購買事業と信

用事業が密接に関連している農協のような役割（伊藤ら ）を担っているといえ

る。

需要者 温石米の評判は上々で、大阪市の料亭 天王殿 、神戸市福祉施設 オリンピ

ア でも提供されており、そのほかに兵庫県下の ネットワークによって伊丹市 、

宝塚市 、芦屋市 、明石市 、西宮市 でも販売されている（ちなみに温石米が



知られるようになったきっかけは 神戸新聞記者クラブ 奥様手帳 年 月号で紹介

されたことである）。それでは温石米をはじめとした養父市 の農作物の需要者は、ど

のようにして獲得されているのだろうか。それに寄与するのが 棚田再生事業、 特産品

づくり事業にくわえて、養父市 による積極的な営業活動の展開であり、 学びのある

田舎暮らし事業、 ターン・孫ターン・結う会いターン事業を通した交流である。

養父市 の農業事業をまとめれば次のようになる。

栽培方法 保田ぼかし という独特の有機栽培方法を通して農作物の市場競争力を確

保する

栽培場所 地質的に有利な蛇紋岩地帯をはじめとする耕作放棄地を利用することで、地

域的課題の解決に貢献する

栽培作物 有機栽培、蛇紋岩地帯で作られる米を温石米として商標登録し、付加価値を

つける

栽培者 養父市 が販売リスクを負うことで会員の農作業への従事を可能にするとと

もに、オーナー制度も活用する

需要者 養父市 の営業活動で顧客を開拓し、交流事業によるネットワーク形成で他

の の協力やオーナーの確保を図る

事業補助金を活用して構築したこのような相互関連のもとに農業事業は成立している。そ

して本節の考察が明らかにした観点、具体的には地域資源（高齢就業者、耕作放棄地）の活

用、市場競争力を確保するための戦略（有機栽培、ブランド化）、 会員を従事させるた

めの前提条件の整備（販売リスク負担）、供給者と需要者双方の獲得につながる可能性をも

つネットワーク形成（顧客、販売協力者、オーナー）という観点は、他の の事業運営に

とってもヒントとなるだろう。

農業事業の金銭的評価と外部経済

これまで見てきたように養父市 の農業事業は、極めて有意義なものであった。その収

支はどうなっているのだろうか。農業事業に関して中心的な補助金は、企画提案事業の 棚

田再生、 特産物づくりの つの事業からのものであった。しかし養父市 の企画提案事

業は 年度をもって終了となり、 年度からは独自事業として展開されることになっ

た。そこで補助金がなくなった後の事業の 年度収支を見れば、米と野菜の売上等の実績

が 万 円である一方で、費用は 万円超と赤字であった ）。赤字はなくしていく必要

があるし、また 年度 年だけの結果なので判断をするのは早計なのだが、赤字という事

実をもとに同事業は採算がとれないので継続すべきではないという判断を下すことも可能で

ある。しかしこれはあくまでも通常の金銭的評価にもとづく判断であって、そこにおいて高

齢者の就業能力の有効活用、耕作放棄地を利用することで得られる環境保全（棚田保全等）

といった外部経済的価値は考慮されていない。養父市 の農業事業を評価しようとするな
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） 年 月 日の調査時に入手した資料。養父市 。
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ら、こうした外部経済的価値を組み込んだ基準を作成したうえで評価をする必要があり、赤

字削減の努力もその評価基準のもとで求められなければならない。外部経済的価値を組み込

むのであるから、そこでは地方公共団体や国からの支援が検討されなければならないことに

なる。単純に 補助対象期間を終了したから後は自助努力で ということでは困るのであ

る。

．結論と課題

本稿の結論は、 つにまとめることができる。

第 に、 年の高年齢者雇用安定法の改正による高年齢者雇用確保措置の導入の義務づ

けの影響は、 年度以降の会員数の減少として表れている可能性があること、その後いっ

たん回復基調にのったが、 年度をピークに、リーマンショックや事業仕分けなどの影響

もあって 年連続で減少していることを指摘した。

第 に、政府の高齢者対策における の位置づけに関しては、 年代以降に注目して

の事業拡大の大きな流れがある一方で、 年、 年の事業仕分けによって国庫補助

金が削減されたことを明らかにした。 年度に国庫補助金の総額は増額に転じたが、そこ

において事業補助金（コンテスト方式で事業を審査し、補助対象期間を限って交付される補

助金）への傾斜という流れとともに、雇用保険二事業補助金を投入し、事業拡大を図ってい

ることがわかった。

こうした事業展開の背景には、高齢者人口が増加しているのに会員が減少しているのは、

が高齢者の就業ニーズを把握できていないからであるという政府の問題認識がある。そ

れゆえ厚生労働省 年報告書 は、 に、派遣や職業紹介事業での就業機会・職域開

拓の促進、補助金による就業機会・職域開拓のインセンティブ付与、地域の人材不足分野等

における職域拡大を求め、これらは派遣・職業紹介の 臨・短・軽 の要件緩和、サポート

事業や地域就業機会創出・拡大事業の拡充を通して政策的に実現されていることを明らかに

した。

第 に、上記の政府提言に先駆けて事業展開している養父市 を事例に、農業に関して

事業補助金の活用のあり方を考察した。養父市 は補助金を通して、地域資源の活用、市

場競争力を確保するための戦略、 会員を従事させるための前提条件の整備、供給者と需

要者双方の獲得につながる可能性をもつネットワーク形成をおこなっており、この観点は他

の にもヒントとなりうることを示した。農業事業は、通常の金銭的評価によれば赤字で

あるが、そこでは高齢者の就業能力の活用、環境保全という外部経済的価値が考慮されてい

ないことを指摘した。 に事業努力を求めるのであれば、そうした外部経済的価値を組み

込んだ評価基準を確立する必要があり、外部経済的価値を組み込むのであれば当然、地方公

共団体や国からの支援が検討されなければならないことになる。

本稿は、主に厚生労働省 年報告書 の 従来の請負・委任業務だけでは高齢者の多

様な就業ニーズに対応できていないので、 が就業機会・職域を開拓していく必要があ

る という文脈で養父市 の農業事業を考察した。しかし の対応すべき課題は、就業



機会・職域の 開拓 という追加的な部分での課題ばかりではない。従来の請負・委任にお

いても対応しなければならない課題は存在している。たとえば 請負・委任業務の発注者

が、より高齢の会員の就業を敬遠する 請負・委任業務で発注はあるが、会員がいわゆる

的な仕事に就くのを敬遠する ） 高齢者を含め多くの人びとが の存在を知らない

という課題である。その検討については今後の課題としたい。
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